











































































































































































































































































































































1 @ $1,000,000 （.0001） 1 @ $100,000 （.0001）
－ － － 10 @ 10000 （.0010）
－ － － 100 @ 1000 （.0100）
－ － － 1000 @ 300 （.1000）
－ － － 4000 @ 100 （.4000）
9999 @ 0 （.9999） 4889 @ 0 （.4889）













































































































































事象 （注）事象 ･･ 企業に影響をもたらす出来事
　　　取引 ･･ 二者又はそれ以上の当事者間で価値ある何かの移転







































































































































































ASBJ（2015b）：ASBJ, Recognition Criteria in the 
Conceptual Framework（ASBJ Short Paper 





 G4＋1（1994）：L.Todd Johnson（principal 
Author）、Future Events; A Conceptual Study 
of Their Significance for Recognition and 
Measurement, FASB, 1994．
IASC（1989）：International Accounting Standards 
Committee, Framework for Preparation and 





IASB（2018）：International Accounting Standards 
Board, Conceptual Framework for Financial 
Reporting 2018, Mar.2018．
JICPA（2019）：日本公認会計士協会　会計制度委
員会研究報告第16号「偶発事象の会計処理及び
開示に関する研究報告」2019年５月。
２）アナリストの立場から偶発事象の重要性、ガイ
ダンスの必要性や開示の充実の必要性が指摘され
ている（岩崎（2018）52 ～ 54頁）。
３）なお、費用収益中心観的な引当金の会計基準と
位置づけられ、引き当てる費用の認識と測定が費
用性支出の期間配分というフロー概念で説明され
る（松本（2000））が、財務諸表の構成要素を資
産と負債から定義する資産負債中心観における資
産負債の定義を満たしたものの認識し、測定する
という点と蓋然性の理解に違いが生ずるか否かに
ついては検討課題と考えている。
４）ここで示されている設例は、宝くじ券を保有し
ている立場からの設例であり、資産に関するもの
であるが、負債にも同様に適用可能であると示さ
れている（G4＋1（1996）p.10.）。また、本文献
については加藤（1996）を参照されたい。
５）＄100＝（.0001×＄1,000,000）＋（.9999×＄０）
６）＄100＝（.0001×＄100,000）＋（.0010×＄10,000）
＋（.0100×＄1,000）＋（.1000×＄300）＋（.04000
×＄100）
７）トリガー事象については「他者から経済的資源
を受け取る企業の権利又は他者に経済的資源を移
転する企業の義務を識別する」（ASBJ（2015b）
para.43）とも説明されている。
８）これには、次の２つの場合が示されている
（ASBJ（2015b）para.45脚注20）。
　（a）（i）企業がある対象物を第三者へ移転するこ
とによって当該対象物からのキャッシュ・フ
ローを実現することができる市場へのアクセ
スを有していない、又は（ii）将来キャッシュ・
フローの発生のシナリオ及びその可能性を企
業及び第三者が合理的に知っていないという
理由で、企業は権利又は義務の移転先を見つ
けることができない。
　（b）企業が資産又は負債を移転することが法的に
又は実質的に制限されている。
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